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全国健康保険協会の業績に関する評価結果について

全国健康保険協会の平成 20年度及び 21年度における健康保険事業の業績に

関する評価を行いましたので公表 します。

○ 全国健康保険協会の平成 20年度及び 21年度における健康保険事業
の業績に関する評価結果
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全国健康保険協会の平成 20年度及び21年度に

おける健康保険事業の業績に関する評価結果

平成 23年 3月 31日

1.概要

全国健康保険協会 (以下「協会」という。)は、平成 18年の医療制度改革におい
て、政府管掌健康保険の保険者機能の発揮、加入者 0事業主の意見の反映、都道府

県単位の運営など、効率的な事業運営を図るため、政府管掌健康保険が民営化され、

平成 20年 10月 に発足した。また、平成 22年 1月 より、船員保険制度を国から承

継し、健康保険相当部分 (職務外疾病部門)と船員労働の特性に応じた独自0上乗
せ給付を行う新しい船員保険制度を協会が運営している。

今般、健康保険法 (大正 11年法律第 70号)第 7条の 30の規定に基づき、平成
20年度及び 21年度における協会の健康保険事業の業績について、「サービス関係」、
「保健事業関係」、「医療費適正化関係」等の観点から評価を行つたところである。

なお、業績の評価にあたつては、第二者の視点を取り入れた適切な評価を行う観

点から、有識者等を構成員とする「全国健康保険協会業績評価に関する検討会」

(平成 23年 2月 23日 開催)の各構成員の意見を参考としている。

2.業績の評価

業績の評価結果は、別添のとおりであるが、主な事項は次のとおりである。

この結果を踏まえ、今後の協会の事業運営に臨まれたい。

○ 被保険者等に向けたサービスの向上、医療費適正化や業務の効率化への積極的
な取組みは、評価できる。また、業務の標準化やシステム化による効率化の推進、

研修による情報共有など順調に事業の遂行レベルが上昇していることが認めら

れる。引き続き、サービスの向上と医療費適正化の推進に取り組まれたい。

○ なお、こうした取組みは、保険者機能の強化につながるので、更に被保険者の
特性に見合つた取組みの強化や、財政状況に関する被保険者への説明と理解、被

保険者の合意と信頼の形成に努めることを期待したい。

○ 一方、保健事業関係は、設定した目標と保健事業の実施率との乖離が極めて大
きいので、今後の事業運営では、被保険者との接触の機会を更に増やし、健診結

果の丁寧な提供や説明に努めるなど、健診の受診を被保険者・事業主に対して積

極的に働きかけ、事業の改善に取り組まれたい。



(別 添 )

全国健康保険協会の業績に関する評価

1 平成 20年度及び 21年度の業績 について        '

(1)諄価の観点
・ 全国健康保険協会 (以下「協会」という。)は、平成 18年の医療制度改革におい
て、政府管掌健康保険の保険者機能の発揮、加入者・事業主の意見の反映、都道府県

単位の運営など、効率的な事業運営を図るため、政府管掌健康保険が民営化され、平

成 20年 10月 に発足した。また、平成 22年 1月 より、船員保険制度を国から承継し、
健康保険相当部分 (職務外疾病部門)と船員労働の特性に応じた独自・上乗せ給付を

行う新しい船員保険制度を協会が運営している。

・ 全国健康保険協会の業績評価に関する検討会 (以下「検討会」という。)では、健
康保険法 (大正 H年法律第 70号)第 7条の 30の規定に基づき、厚生労働大臣が行
うこととされている協会の事業年度ごとの業績の評価にあたり、第二者の視点を取り

入れた適切な評価を行うことを目的とし、協会が運営する健康保険事業の平成 20年

度及び 21年度の業績について評価を行つた。

(2)平成 20年度及び 21年度の集績全般の肝価
・ 被保険者に向けたサービスの向上、医療費適正化や業務の効率化への積極的な取組
みは、評価できる。協会が求められる役割に照らして、業務の標準化やシステム化に

よる効率化の推進、研修による情報共有及び人材の質の向上など、順調に事業の遂行
レベルが上昇していることが認められる。

。 こうした取組みは、保険者機能の強化につながるので、更に被保険者の特性に見合
つた取組みの強化や、財政状況に関する被保険者への説明と理解、被保険者の合意と

信頼の形成に努めることを期待したい。

・ なお、保健事業は、設定した目標と保健事業の実施率との乖離が極めて大きいので、
今後の事業運営では、被保険者・事業主に対して積極的に働きかけ、事業の改善に取

り組まれたい。具体的には、被保険者との接触の機会を更に増やし、健診結果の丁寧

な提供や説明に努め、事業主経由での働きかけの強化を実施するなど、被保険者全体

で効果 (メ タボリックシンドロームの減少、医療費増の軽減)を上げるための保健事
業の再構築が必要である:

・ 健康保険事業は、日先の効率だけでなく、長期的視点に立った施策や協会の構造的
な課題に応じた対策を講じる必要があり、医療費の発生自体を軽減する取組み (保健

事業)が不可欠である。事業の財源が厳しい状況下では、事業メニュー、対象、段階
的な実施などについて検討が必要であるが、その際には事業主・被保険者への周知と

理解に取組むこともあわせて重要である。

2 具体的な評価内容

(1)サービス関係指標について

①  サービススタンダー ドの連守
傷病手当金等の申請の受付から振込までの所要日数は、平成 21年 4月 より、不
正が疑われ、厳格な審査が必要な請求等の返戻・照会分を除き、日標設定を 15営

業日から10営業日に短縮しているが、平成 21年度の実績は、達成率が 94.1%、



平均所要日数が、8.4日 であり、サービスの向上が図られていると評価できる。

今後は、10営業日を超えたケースの原因を確認し、更なる期間の短縮に取り組
む一方で、不正請求が増加傾向であることを踏まえ、不正請求を防止する取組みも
進められたい。

②  健康保険証の交付
健康保険証の交付は、日本年金機構 (以下「機構」という。)が事業主を通じ
て被保険者の加入手続きを行つた後、協会が機構から加入資格情報を取得し、健康
保険証を送付している。この資格情報の取得から健康保険証の送付までの平均日数
は、平成 21年度の実績は 147日 であり、日標の2日 以内を下回つており、交付時
間の短縮が達成されていることは評価できる。今後も、機構との連携を密にして、
健康保険証の送付までの平均日数を高い水準に維持していくことを期待したい。

③  お客様満足度
協会の業務やサービスに対する力日入者の満足度や評価の状況を把握するため、平
成 21年 10月 に、お客様満足度WEB調 査を実施した結果、平成 21年度の満足度
は、各項目で前年度を上回つている。窓口での待ち時間は、「5分未満」が 8割を
超えており、良好であるが、15分以上の長い待ち時間が発生しているケースにつ
いて、原因を把握するとともに、混み合う時間帯には受付窓口から待ち時間の情報
を提供するなど、一層のサ,ビス向上に取り組まれたい。

職員の応接態度及び施設の利用は、いずれも前年度より満足度が増加しており、
評価できるが、支部間で満足度に差があるので、全国で一定の水準を保つよう、取
組まれたい。なお、訪問目的の達成度及び窓ロサービス全体の満足度は、前年度よ
り増加し、高水準を維持していることは評価できる。今後も高水準を維持していく
ことを期待したい。

(2)保健事業関係指標について

①  健診の実施
協会では、35歳以上の者に対して、生活習慣病予防健診を実施しており、特定
健康診査 (40歳以上)を包括して行つている。平成 21年度は、健診機関を 2,465
機関に増やす (前年度比 150増 )な ど、受診機会の拡大に努めたが、協会の適用事
業所は、規模が小さく、勤務形態が多様で広域に点在していることから、効果的な
勧奨が難しいことなどの要因により、特定健診実施率の平成 21年度の実績は 38.
3%に留まり、日標である42.5%に届かなかった。

また、被扶養者の健診も、平成 20年 10月 から本格的に取組みを始めたが、制度
や受診手続の周知が十分にできなかったことなどから、平成 21年度の実施率は、
12.2%で あり、目標である475%を大きく下回る結果となつた。

日標に対する達成度が著しく不十分であり、特に被扶養者の健診について、日標
値と対応策の再検討が必要である。今後は、健診機関の拡大に留まらず、健診内容
の充実、市町村との連携をはじめ、制度の周知のための広報の抜本的強化、事業主
への説明の強化、被扶養者の受診手続きの簡素化などの対策を講じられたい。なお、
不定期に受診されている者に対しても、丁寧な情報の提供を行うなど、実施率の向

上に向けて取り組まれたい。

②  事業者健診の実施
事業者は、本人の同意がなくても健診結果データを協会に提供できるが、この仕

組みを事業主に十分周知していないため、データ提供への理解が得られないなどの

理由で、事業者健診結果の取込率が目標を大きく下回る結果となつたことから、改

善が必要である。

事業者健診結果データの取込みは、関係者への周知の徹底が重要であり、あらゆ

る機会を通じて事業主の理解を求めていく必要がある。また、データを取り込むこ

とで保険者である協会から事業所の従業員へ健康づくりの支援ができることから、
事業主にもメリットがあることを訴えるなど、対応策の検討を行い、取込率の向上
に取り組まれたい。

③  保健指導の実施
被保険者の特定保健指導は、協会の保健師が事業所を中心に行い、被扶養者の特
定保健指導は、外部機関に委託して実施しているが、協会の場合、①事業所の規模
が小さく、広域に点在しており、効率的な保健指導が難しい、②事業主の理解が得
にくく、保健指導を6ヵ 月間継続することが難しい、など当初から課題が多いこと
から、平成21年度は目標を大きく下回る結果となった。

こうした保健指導の実施面を考慮すると、日標値の設定を再検討する必要がある。
実施率改善のため、本人への指導文書の発送と委託先 (病院、クリニック、保健師)
を複数指定し、連携して取り組むべきである。
また、保健指導対象者であることを事業主に知られたくないという考えが被保険
者にあることも、実施率が低い要因の一つと思われることから、外部機関による指
導の実施等について検討するなど、改善に取り組まれたい。

④  保健指導の効果
メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少率の平成 24年度の目標を
対平成 20年度比 10%と しているが、メタボリックシンドローム該当者のリスク
保有害J合の平成 21年度の減少率は、対前年度比で 02%の減であり、著しく達成
率が低いことから、一層、保健指導の実施率を高める努力が必要である。

メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少を目的として保健事業を
実施することが重要であるため、一部の被保険者のみ高コス トをかけていないか、
検討されたい。

なお、年活習慣病の改善状況は、生活習慣病予防健診の検査項目別で、いずれの

項目でも、前年度より減少しているなど、改善が図られていると認められる。

(3)医療費適正化関係指標について

①  レセプト点検効果楓              ・

レセプトは、社会保険診療報酬支払基金 (以下「支払基金」という。)が審査し
ているが、支払基金が審査していない事項等は、協会が点検し、医療費の適正化を
図つている。



平成 20年度下半期は、点検方法を紙からシステムに変更し、新しいシステムの

導入に慣れるまでの間、作業効率が低下したが、平成 21年度には新たな点検方法
に慣れ、レセプ トの点検の範囲や項目の拡充、点検技術の全国的な底上げなどによ

り、被保険者 1人当たりの効果額は、資格点検で2,222円 、内容点検で786円 、外

傷点検で 382円 であつた。

平成 21年度は、いずれの点検効果額でも、前年度を上回つており、改善が図ら
れていると認められる。今後は、ノウハウの体系化と、可能なものはシステムヘ組

み込み、点検できるようにすることが重要であり、より効率的な点検の実施に期待

する。

②  後発医薬品の使用促進
協会では、平成 21年度に「ジェネリック医薬品希望カー ド」を3,300万枚作成
し、医療費通知等に同封して配付した。また、先発薬を長期服用している40歳以
上の加入者のうち、ジェネリック医薬品に切り替えた場合に、薬代の自己負担の軽

減額が一定金額以上見込まれる方に対し、薬代の自己負担軽減額の通知を平成 21

年度から開始している。
この取組みは、平成 21年 7月 下旬にパイロット事業として実施後、平成 22年 1

月から同年 6月 にかけて全国の約 145万人の加入者に通知し、年間約 70億円の医
療費の軽減効果があつた。

ジェネリック医薬品希望カー ドの発行や自己負担軽減額の通知など積極的な取

組みによって、後発医薬品の使用実績を従前の水準より高めたことは、評価できる。
今後は、広報活動を推進するとともに、ジェネリックを処方する医師などへのイン

センティブ策も検討するなど、ジェネリックの使用促進について一層の検討を期待
したい。

(4)その他
①  各種サービスの利用状況
平成 21年 1月 から開始したインターネットを通した医療費の情報提供サービス

は、医療費通知の裏面やポスターを活用するなどの周知広報を行つたが、利用状況
は、低水準に留まった。

インターネットによる医療費通知の利用は、今後も普及に取り組む必要があり、
周知広報などの更なる対策が必要である。たとえば、医療費通知に生活習慣病の継
続療養や生活習慣の改善を支援するツール・情報を付加するなど、ITを利用する
ことのメリットの提供が必要ではないか。

任意継続被保険者の保険料の納付方法は、主に資格取得申請時にお知らせしなが

ら促進しているが、平成 21年度の口座振替利用率は 20.6%であつた。口座振替利
用率が 100%と なるよう、引き続き、取り組まれたい。

② 事務処理誤りの防止                    、
事務処理誤りの防止・低減を目的としたチェンク体制の標準化は、業務改革会議
の検討結果を受け、チェック体制の標準化に向けて支部に取扱いを示すとともに、

発生した事務処理誤りを職員用の掲示板に集約し、協会全体で情報を共有すること

で、同様の事務処理誤り等が発生しない取り組みを行つている。

協会では、今後の防止策、低減の対策を取つているが、「事務処理誤り」はゼロ

を目標とすべきであり、引き続き、取り組まれたい。

③  お客様の普情・意見
協会では、ホームページに「理事長へのメールコーナー」を設けて、幅広くお

客様の声の集約・分析に努めているが、事業の改善につなげるよう、取組みの結果

も確認する必要がある。

④  ホームページの利用
ホームページでタイムリーな情報提供に努めており、特に支部ごとのページでは、

評議会の情報や健診機関の情報、都道府県ごとに催される健康づくリイベントの案
内や医療情報など、地域に密着した情報を提供した。なお、平成 21年度では、平
日の 1日 当たり平均アクセス件数は約 3万件であった。
その他、平成 21年 5月 には携帯サイ トを開設し、同年 8月 にはメールマガジン
の運用を開始しているが、平成 22年 3月 時点で 19の支部で導入され、18,799件
の登録があつた。
ホームページのアクセス件数が増加傾向にあり、順調に展開していることが認
められる。今後は、メールマガジンの登録者の増加に向け、被保険者によリメリッ
トがある活用法を検討するなど、ホームページの充実・改善に取り組まれたい。

⑤  申請・届出の郵送化
協会では、健康保険給付等の申請・届出を郵送で受け付けることを進めており、
ホームページや年金事務所等で申請書を入手することで、協会の支部窓口に来訪し

なくても手続きを行うことができる。また、支部窓口から至近にある年金事務所の

窓口では、支部窓口の充実を前提に、縮小又は廃止することとしている。

平成 22年 3月 現在の申請書・届出の郵送化率は 66.7%であり、窓口での受付件
数が特に少ない。郵送イヒ率が順調に進んでいると認められ、引き続き、郵送による

申請受付の割合を引き上げるよう、努力されたい。なお、郵送 トラブルに伴う加入

者への不利益が、発生していないかなどの検証も必要であり、更に日数や費用を要
しないシステムの改善に取り組むことを期待したい。

⑥  業務の効率化・経費の削減
協会では、100万 円を超える調達は、一般競争入札を原則としており、随意契約
にならぎるを得ないものは、本部及び支部ともに調達審査委員会で個別に妥当性を

審査している。これまで随意契約していた調達を、入札による調達に切り替えるこ

と等により、随意契約の割合は、前年度と比べて減少している。また、消耗品の調

達は、スケールメリットを活かした本部一括調達による契約単価引下げ、発注数の

適正化等による経費の節減に取り組んでいる。

こうした取組みにより、一般競争入札の害1合の増加や経費の削減が図られている

と認められる。               |



※・
・T価欄の判定基準は、S・ A・ A'・ B・ B'・ C・ C'・ D
【朝定基準】S:目 線を大幅に上回つている A、 A'

全国健康保険協会の業績に関する評価

:目標を上回っている B、 B':日 構を組ね達成している C.C':目構をやや下回つている D:日構を下回つており、大幅な改善が必要
出

・
=三
ススタンダードの連守

Ftti婦薔
で
8踏議::晃押

P懲謡 銭 鰈 登ヒ響
タンダー ドの所要日数について、不正が
疑われ、厳格な審査が必要な鶴求等の返
長・照会分を除き、日欄設定を15営業日

至省言1毘テ最[猥雷ヒれ礎Fビ
スの向

部「t条轟 臨 師
手と場言Sb鼻嘲 墨望

と

提合薦婆辱響逸漱1轟金撃駆絶しF奮∴

Fi:L響義耀撃3層」爾義鯨贅
※協会設立当初「8期日1でありだが お

B

し習

%の 日標には違 していないが、直近ではさらに達成率が上がっていることを評価

成長『謳轟肥翼85惜出を劣晶七『昇婁警罰ヒЪ贅曹:省看Fあ
る。特に、日標不達

・二重県におけるパイロット事業を拡大することが可能か検討すべき。

ξ曇重う言1書li量3EζFt見言里]:提真三二:』誓歩[脅書脚

時
り
少

月
よ
域

客様に対して分かりづらいため、21年 1月
より15,キ棄日に変央

022年度からは、プロジェクト方式によ
る審査強化を全国で願次導入するととも

F:誉素傘塁肥言[遵艦子I壇讐[宅F
a正に審査しつつ迅速に決定するよう取
llんでいる。
なお、不正が疑われる

“

求の実態を踏
まえ、現金綸付の制度改正に向けた:1■
を2:年度の運営委員会で行い、21年度・
2年度の社会保障害11会医la保険部会に
いヽて制度改正を要望した※.
K傷綱手当金等の支給上限の設定、加入

‖塞遜芳窮艦厖を異留
・1'業主への質問

:曽言:言讐言意tIII賢署詈譜整ぜ
考」:幸盤看暑雰笠と原営讐ぇ百卜

`警

言這籍花

保字管3曇督雷看源暑はな吾票Fが課題とな
っており、ある程度審査に要する期間を確

i::盲 [:i::li:I::[[言 [を:言:i:[::〔:::::貫
脅言首晋

格情報の
得から健

から加入買格情報を取得した上で、
当日又は翌日に作成し、発行してい

こついては、こ本人から協会におい
手ゝ続きが行われた後、協会は、動
いた会社から年金機構に提出された
長失屈に保る情報を年金機構か ら取
上で、取得当日又は翌日に作成 し、
している。

=よ
り、運研を回 つてし

なお、22年 1月 からは、確実に健康保険
をお届けするため、発送記録が残る特
記韓郵便による選付を開始した。

は、年全機構と連絡を
して、加入手腋時点から健康保険証
までの全体の期間の管理に努めてい

・健康保険証の交付は、日標日数以内に送付を行つており、良好であると判断する。今
後も年金機構と連携を密にして、高い水準を維持していくことを期待したい。

・目標は上回つているが、即時使用したいケースもあると思われるので、さらに交付時
間の短縮に努められたい。



目標をサービスス
ンダードとして定
その運守状況を
に管理し、着実

・新たな業務処理体
‖も踏まえ、お客様
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・5分未満で窓口対応が始まつているのが8割超というのは、かなり改善していると評
価する。

る雪言慕窒事管ま士
回つており、満足度が高くなつたことは評価できるが、90%を超え

・15分以上など、長い待ち時間が発生しているケースの原因の把lEと改善が、必要であ

Pi富鳥願響嘉写雪L暑婁闘早突言T言 :Fいる人に対し、「何分程度お待ち下さ

「あいきつ」「言彙づかいJ「身だし
み」「対応の速さ」「説明のわかりや
さJ「凛員の専門的な知臓」の6点にわ
つて応il態度を調査したが、全項目で

した。なお、支部間で平均
イントの差が開いた。

定勝最累憲模彗兵ぞ鞍警鵠緊票皇よお乞『
われるが、支部間で格差があり、全国的に一

・全項目で満足度が高まり、平均値が93%に進したことは評価に値するが、支部Folの格
皇拡大について、満足度が低い支部での検証や、研修の強化など改善が必要である。

ネ」彗撃異9至史誘麗8P牟尋:暮ま女
―スJ「環境の実化・猜潔の保持J全
目において満足度が増加した。1守に
施設内の案内表示のわかりやすき」
、滴足度が昨年度より75ポイント増せ慶ち電「騒奮「隻螢高暑肇覇ζ貧)1タ
トの差が聞いた。

ζttξ辱訳蒼富士早P資皐嵩息呈禁艦誘1臭警二告書巽雰爵募ふ慧曇専曇琴:(馨造畠5
二い支部での検証や、本部から適切な指導を行う必要がある。

施設の利用については、特に安全性 (滑って怪我をする等)に配慮する必要がある。

大要日昇番鼻属子省「占覆T讐炎峯嘗え薄
足度が増加しており、訪問目的の達成度は、
していくことを期待したい。

結果より34ポイント1曽
し、高水準を維持している。

・全体的な満足度が、前回よりも増加しており、評価できる。

ョリなふ百F歪あ票最警昇濃李言香讐を覇葎季窟讐言暑EFIり高竺臭警禦♀菅民警専

快養者

被保険者 以上の方に対しては、生活習慣病
惨を実施 しており、特定健康診奎
以上)を包括して行つている。21
、腱診機関を2.465機 関に増やす

(前年度比150増 )等 して、受鯵機会の拡
ミに努めた。しかし、協会は、健康保険
l合や共済組合等と員なり、事業所規模
(小 さく、勤務形態が多様、かつ広い地
‖
=点
在しており、効果的な受惨働奨が
しいこと等により目4Eに届かなかっ

も健診機関を2,620織 関に増やし
(前年度比:55増)が、23年度に向けて
も、健じ機関の選定条件を経和して付加
睦じや爆人科検じ専が実施できない健鰺
臓闘であつても一般健鰺を実施できれば
支部の判断で契約をできるようにするな

また、支御幹部が中心となって地域の
業主の集まる機会や事業主を住訪し
、受鰺働彙や健鰺をPRし 、健惨実施

ら協会に移行した20年 10月 から
取組みを始めたため、制度や受
知が十分でなかったことなど
つて日4「を大きく下回った。
きについては、鶴度が開始し

20年 4月 の政管時代より、被扶曇者から
業主を通じて受診券申請書を提出いた
いていたが、21年度は、これを簡素化
、モデルケースとして、福島、山果、
野の3支部の一部において受鰺券申請書
を4略して受じ券を発券・送付し

目様に対する達成度は不十分である。やむを得ない面が多いが、地道に努力を続け、実
率の向上に努めるべき。達成できなかった原因の改善策と、日標値そのものが妥当か
うかの検討が必要である。特に被扶養者は、日標値と対応策の再検討が必要である。

・組合健保や共済組合と比較して特定健診実施率が低い原因が、事業所規模の小ささ
い、勤務形態が多様・広城に点在しているため、効果的な受診勧奨が難しいことが要因
bヽどうか、検肛が必要である。

せれば受診率が増加するのか、検証が必要である。コスト増につな
充実の検討も必要である。

をはじめ、広報の抜本的強化、事業主への説明の強化、被扶養者の受
などの抜本的な対策が必要である。各支部辞議会での好事例の紹介や
じ、事業主・被保険者の理解・普及活動を行つていくべき。

・たとえば、一度も受診してない方には、

実施率の向上を目指すべき。

がん

の対応を
こより、健醸後のフォ
されている)を発行す



らは、その結果を踏まえ、22
腱じの実施の燎は、全支部で
出を雀略し、直接事業
している。

また、更に受診し易い凛境を整えるた
、20年度及び21年度に実施した他保険
と共に地域の健診機Bn等と契約する方
(集 合契約B健じ腱an数約49.000)に

と健論機関の全国組織が契約 (集
1)して、健診機関を増加 (約

4200機 on)
・健お案籠率の向上や加入者の利便性の
注保のために、都道府県や市町村と連携保のために、都迫府県や市町村と連携
て、協会の特定健診と市可村が実施す
がん検診の同時受診の機会の促進

業者健診

本人の同意がなくても専彙者ltF綸集
―夕を協会に提供できるという仕組み
事集主に十分日知されていないため、
供への理解が得られなかった等の理由

)22年 度からは、国の定めた電子的様式
t外でも健じ結果データを取11可能とな

'よ

う協会システムを改修した。また、
1と連携して、事彙主に対して、制度の
l知 を図り、健診結果データの提供につ
てヽ理解を求めることとしている.
今後、今年度のシステム開発による
=― 夕取1尋の拡大状況などを踏まえなが
ら、紙撰体の健診データの取扱し■こつい
ても検討する。

なお、本人同意がなくても事業者性診
果を保険者に提供でき、また健診結果
ll極的に保険者に提供するという現行
度の周知が十分でないという篠題につ
て、22年度社会保|1審 11会医量保険部
において、事彙主への周知について要

ま見督Fと
の差興が大きく、取り込み率が余りにも低すぎる。原因と対応策の検討が望

し,阜12,警叢ミ晋ヒLttF篇:≧開嘗長:ミ倶1:Fふ督羅案百史是in薯をiJ蕩奎農県君
えるメリットなどを訴えることが重要である。

な晨ぶ〕
定の際には、協会けんぼ加入事業所のIt診の実施率を把握することが必要では

ヒ奪合模孟](分者覇真演磐岩ゴ長喜軍据蒼
するのか、よく検討する必要がある。その

・データの取り組みを進めるためのシステム改修は、今後の取込率の向上につながるの
か検証が必要。

扶養者

協会の場合、健保組合や共済組合と興
り、事業所の規模が小さく、かつ広い
点在しており、効率的な保健指導
い
彙主の理解や協力が得にくく、保健
を6ヶ月間継級することが難しい

・ 外動や現業に従事している方が多く、
ても対彙者に面会できず、
日が立てづらい

・これまで健じて保健槽尋の対象となつ
方以外の従業員の方も含め、事業所で

.20年晨か ら崎足保憚挿零が始 まつて

・事業所への特定保健指導の対象者名簿
付に当たっては、日人情報保眼法
本人同霊が必要だが、事業主の理解
力が得にくいため同■取得が難し
特定保健指導対象者以外の方も含め
保健指導を行つている、
ど、当初から課題が多く、試行錯娯を
てきたが、日根を大きく下回つた。

保険者について保健指導を円滑かつ
できる体制を整備するため、
2支部でモデルケースとし
卜郡姜託した。
こついて、特に低迷している

、自己負担が生じるという問題、
在地の問題など様々な

があり、分析していく。
年度は、都市部を中心に保健師の採
望者数が少なく、大幅に欠員が生じ
Cいることから、
・保健師のみならず管理栄養士の雇用に
,いてのモデル実施 (5支部)
・健じと保健指導をセットでの実施が合
ることから、健診後の保健指導

D健診実施機関への委託
・パイロット事業等による、メール相談
こよる保健師一人当たり指導件数の増

=ど
「保健事業推進検討会報告書 (22年 9

127日 )Jに基づき取組んでいる。

・著しく達成率が低いといわぎるを得ない。事業を行うにあたり、実施率を高めること
0効果を波及させることなど、全体効果をあげることに注力する必要がある。 (既に実
tしている対象者以外へのサービス提供は評価できる)

・特定保健指導実施率は、実施面を考えると、日標指標が高すぎる。国保等他の制度も
Eい水準であることをあ、まえると、日標値の設定を再検討する必要がある。

・被保険者、被扶姜者それぞれの実施対象者数、支部の分布、実施状況などを把握し、
課題を抽出し、各支部に普及させていく取り組みが必要ではないか。また、被扶養者の
自己負担による多加阻書などの検BIや、保健師の積極的な採用に努めるなどの対応が必

・協会けんぼの構造 (被保険者の環境)にかんがみると、健診機関による実施を進める
ことが不可欠である。たとえば、初画面接は健診機関が実施し、継続支援は健診機関で
運営が困難である場合、外注機関などで一播して対応する。協会は、周知・調整 (対事
業主)および企画 (保健事業の構築・評価)業務に重点化することが考えられる。

被保険者の事業所での保健指導は、保健指導対象者であることを事業主に知られたく
いというのが実施率が低い要因の一つと思われる。外部機関での指導を行うなど、移いというのが実施率が低い要因の一つと思われる。外部機関での指導を行うなど、検
が必要である。本人への指導文書の発送と委託先 (病院、クリニック、保健士)を複
指定し、連携して取り組むべきである。

・管理栄養士の採用は、ET価できる。



メタポリッ n群の減少率 (対 20年度)0

・検査項目別リスク保有割合の減少率
(対 20年度 )
①腹田 021減 ②血圧 l_“減 ③幡
04減 ④血糖 05%減

・生活習慣に関する問診に「はい」と答=お
省口 こ関すO FaFに :はい」と否

た者の割合の減少率 (対20年度 )
① 喫jEしている者      121減
② l日 1時間以上の歩行または同等の
身体活動をしている者   011減
③ 食べる速度が速い者    0笙 増
④ 毎日飲酒する者      08%減
⑤ l日 当たりの飲酒量が2合以上の者

111減

案

“

が上がっている支部の実施方法を
部から支部に1日報提供するなど、「保
事業推進検討会ll告 3(22年 9月 27
)」 に基づき、進めていく。

・メタポリックシンドロームの定義そのものにも異論がある現在、早急な対策は、明ら
かに危険レベルに達している者への通告と、具体的な (食生活改善を含む)指導に取り
組むべきであり、検討が必要である。

・メタポリックシンドロームの改善率と悪化率が拮抗している状況であり、保健指導ヘ
の参加率を上げ、特定保健指導の質を高めることで改善者を増やすことや、メタボ以外
の情報提供群から、メタポリックシンドロームヘの悪化者を減らすことが必要である。
保健事業では、メタポリックシンドロームの該当者の減少を実現することが重要であ
り、一部の被保険者に対して高コストをかけていないか検証が必要である。

・著しく達成率が低いといわざるを得ない。保健指導の実施準を高める努力が必要であ
る。

日標値との差異が大きく、日標の設定値の再検討が必要である。特定保健指導を受け
人数から判断し、10%減の目4「は適正なのか、達成可能な目標かどうかの検討が必
要である。

・メタポリックシンドロームの定義そのものにも異論があ

・いずれの項目も減少しており、日標を達成したものと評価できる。

一定程度でていると見られるが、対象者数が分からないため、評

・前年度より改善しており、評価できる。

・保健指導の効果は一部の回答項目を除き、一定程度でていると見られる。但し、対象
言数が分からないため、評価が困難である。

1日 1時 Fo3以上の歩行等をしている者の減少と、食べる速度の速い者の増加により、
る改善が必要である。
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た。 (例 同時に算定できない静療行
や禁患薬編の抽出機能)
これに加え、レセプト点検に係る知
・技術を習得するため、全目を2プロ,
に加え、レセプト点検に係る知
術を習得するため、全目を2プロッ
け、研修を行つたほか、査定事例
に集約して支部へ配布するなど点
を共有化し、点検技術の全目的な
を図つた。なお、レセプト点検の
。人件■は76億円であり、点検効
(内審点検・ 外傷点検)の方

度において次の取組みにより、内
は前年比15%以上、外督点検は前
%以上という高い目標の達成を目

・査定事例を集約・分析し、効果的な自
動点検を行うためデータベースの作成
・支払基金支部門の審査上の差員解消の

レセプトは社会保険惨薇報醸支払基金

=査
されているが、支払基金において

壺されていない事項等については協会
点検し、医療■の遭正化を回ってい
.20年 度下半期は、螢による点検から
ステムによる点検に変更したため、当

本部に設置された苦情等

資格点検は、保険者でないと点検できない内容であり、前年度実績を大きく上回つて
り、評価に値する。より効率的な点検に期待する。

レセプト点検で、一時段階ではじかれる件数が年間240万件にもなり、制度的な改
が必要である。

システムによる効率化、研修による質の向上がうかがえる。今後は、ノウハウの体系・システムによる効率化、研修による質の向上がうかがえる。今後は、
化と、可能なものはシステムヘのフィードバックが重要である。

を上回り、電子レセプトに対する抽出システムヘの投資効果がでていると

・内容点検の被保険者一人当た りの効果額は、前年比で向上 しているが、資格点検に比

・外傷点検の被保険者一人当たりの効果額は、前年度比で向上したようであるが、資格

・システムによる効率化、研修による質の向上がうかがえる。今後は、ノウハウの体系
屹と、可能なものはシステムヘのフィードバックが重要である。
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rジェネリック医薬品希望カードJ
300万枚を作成しE薇費通知等への同封
より配布した。また、先発荼を長期臓
している40菫以上の加入者のうち、
ェネリック医薬品に切替えたIn合に薬
の自己負担の軽減が一定金額以上見込の日已負担の軽減が一定金額以上見込
れる方に対する薬代の自己負担の軽減
の通知を2,年度より開始した。まず、
年7月下旬、広島支部において47万 人
加入者の方に対してパイロット事彙と
て実施し、2割の方が全部又は一部のり実施し、2割の方が全部又は一部の先
についてジェネリック医薬品へ切替
1カ 月あたり:.250万円 (E僚費ベー
の軽減効果があつた。この成果を錯)の軽減効果があつた。この成果を踏
え、22年 1月から6月 にかけて、全国的
145万人の加入者の方へ同様に通知し、
間70億円の医燎贅適正化効果があつ
。なお、事務費は約75伐円であつた。

診饉組閣改定による燎用促
を上げるため、希望カード
に貼れる希望シールを配布

るとともに、21年度に続き軽減額を通
するサービスを実施.希望カー ドの配
による認知度は、中医協Ettln査 (12
3日 検II部会資料2)に よると.協会が
も高かつた (協会637%、 健保組合
396.共済273%、 日保275%)。
また、10月 に健保連とともにセミナー
開催 し、口保関係者も加わってもら
｀
(露]麗 認 1た

取組甲例を紹介し

全国40都追府県で設置されている後発
薬品使用促進協:1会に11支部が,加 し
おり.Iな る参加を進めている。

:3百言鷲:「
露属秀鯉鶏な讐T霧奎需な叢U総方あ島量察里票言暑ぉすデ翼百蕗劣藁

・後発医薬品使用額が、従前より増加したが、基本的に「ジェネリック医薬品Jに対す

駐努摯省菫蘇ξ賞お芽り石じ寧∵与案し康欝事契喜Fめる
と同時に「ジェネリック」を

::言書1曽

`[手

:II言:I菫:J彗優ままう塁[IiF8`みヒこ進猿卜菖讐會

インターネットによ
る医療費通知の利用

【22年 12月時点 0,479件】

21年 1月 から開始したインターネットを
したE薇■の情報提供サービスについ
は、医療費通知の凛面やポスターを活
するなどし、日知広報を行つたが、低
く準に留まった。このため、22年 11月 に
一ヽムページ上のトップページからlD・
〈スワードを取得できるよう政薔した。
なお、紙攘体による医療費通知につい
、22年度から実施回数を年2回から1
減らして、郵送費などの経費節減 (2
1回 により、郵送費は約2億円の減、
費は約 7億円の減)を回つている。

・インターネットによる医療費通知の利用について、経費節減の観点から、さらに努力
ド必要である。保険証交付と同時にバスワードの申請を受け付けるなど、積極的に推進
タベきである。

・明細書の原則無料発行の義務化による、対象の拡大の状況を踏まえつつ、医療費通知
つさらなる効率化を検討してもよいのではないか。

:D・ パスワー ド発行数の増加傾向がみられることを評価 した。

・紙媒体による医療費通知を代替していくためには、周知広報年についてさらなる対策
ド必要である。たとえば、医療費通知に生活習慣病の継続療養、生活習慣改善を支援す
るツール・情報を付加するなど、 :Tを利用することのメリットの提供が必要である。
また、医療費通知を税控除の際に活用できるようにする、 lT利用の事業所には保健事
彙により遺元するなど検討が必要である。

=継
機被保険者に係る保険料の納付
ついては、納付●による綸付.ロ

、毎月の納付の手間が省
よる責格喪失の防止にも
利用について、主に責格

瞬時にお知らせしながら促進し

・口座振管利用率の増加傾向がみられることを評価した。

・確実な保険料徴収のため、さらなる口座振普の普及に取り組むべき。

者の口座振書の利用を10"実施すべき。口座振替とセットで任意継織
よう定めるべき。
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また、発生した事務処理誤りは、職員
の掲示板に集約し、協会全体で1■報を
有し、発生原因や再発防止策につい
、職員が深く理解し、同様の事務処理
り等が発生しないように努めている。

21年 7月 、支綸済み綸付金のう
上の事務処理誤りの可能性の

つたものについて、設立時に通つて点
し、現在は、システム改善により、日
に事務処理の自主点検が行えるように

・本来、誤りは発生させるべきでないが、今後の防止、低減の対策がとられていること
を評価した。

・チエック体制の標準化、情報共有が進められている。特に優先度 (重要度)の高い事
項があれば、対応策の検討が必要である。

尉十署吾暑告累管宇丈警1駕為打多
いの秒ないのか、幅しがたいム「事務

情・意見の受付件 ・ ごt見 ご提案 3057件
・お礼、お襄めの言葉 537件

主な苦情・ _~t見 は、「保険料準改定
関すること」 r保険llIの発行に時間が
かつているJ「医療資通知の作成や彙i
費用が無駄」「傷病手当金を軍業主と
贅保険者が共露して不正讀求している」
「1=定健診の申込み方法が分かりにく
」ヽなどがあった。
また、ホームベージに「理事長への
―ルコーナー」を設けて、幅広くお客
の声の集約・分析に勢めた。

なの保険料引上げに際し、22年 2月
にかけて苦情・意見件数を通時に
し、広報の方法等にも活用した .

:]:]Il言:::l:i4;与
[首票ま茎書ζttEEE::i:示詳羅菫

ページヘのア

'セ
ス件数
(平日における1日

=こり平均アクセス件

ホームページを通じ、タイムリーに情
提供に努めた。特に、支部ごとのベー
では、辞議会の情報や健惨機関の情
、都道府県毎に催される健康づくリイ.都道府県毎に催される健康づくリイ
ントの案内や医療情IEな ど、地域に密
した情報を提供した。
その他、21年 5月 には携帯サイ トを開般
、携帯電話を用いて最寄 りの健診櫨ロ
報を手軽に検索できるようにした。
1にはメールマガジンの題用を開始
協会からのお知らせや綸付申情の手
方法、健康づくりに関する情報な
加入者の皆様に役に立つ情報を、直、加入者の皆様に役に立つ情報を、直
お届けしている。22年 3月 時点で19の支
【23年 2月 時点で予定も含めて40支御】
辱入され、:8.799件 【23年2月時点で約
千件】の登録があつた。
また、9月 には加入者の中から公募した
|∞名 【23年 2月 時点で127名 】の方に協
けんlまモニターとなっていただき、ア
ケート調査寄にご協力いただいてい

リーフレットを全事業所に配布し

アクセス数の増加傾向がみられることや、ホームページのデザイン、携帯サイトの開
、迅速な更新なども評価できる。今後は、加入者とのインタラクティブな情報交換可
なシステム開発など、内容の充実が期待される。

・メールマガジン登録者が、さらに増えるようホームページの充実や魅力ある内容とき
にたい。ホームページが被保険者にとつて、よリメリットのある活用法として、例え
ま、保健事業 (例 ウォーキングキャンペーン)との連携が考えられる。

腱康保険綸付等の申綺・届出について
、郵送による受付を進めており、ホー
ページや年金事務所等で申■書を入手
ていただければ、協会の支都菫口にご
ただかなくても手続きが行えるこ

方、富口での受付件数が特に少な
又は、支都窓口から至近にある年金

ついては、支部窓口の充
、縮小又は鹿止することとし

購書が「見にくいJ「分かりにく
という加入者の声に応え、主要な申
級について、記載内容の日新、見や
・書きやすきの向上など、大幅に改

・郵送化率の上昇傾向がみられ、利便性、効率化が日られていることを評価した。日数
や費用を要しないシステムの改善や、書式等の改善にさらに取り組むことを望む。

。今後、郵送による申請受付の割合を引き上げる努力を行うとともに、郵便トラブルに
|う 加入者への不利益が発生していないかなど検証が必要である。

・各都道府県に支部が lヵ 所しかないので、年金事務所の窓日の縮小、廃止等は慎重に
検討する必要がある。現在でも社会保険庁時代と比べ大幅なサ=ビス低下となっている。



健康保険給付担当
員の1人当たり給千
務処理件数

・ 随意契約の割合
(件数)、 内訳

・コピー用紙手の,自

・契約件数及びll合 (100万 円を超える契
|)769件 (:∞ 01)
一般|1争契約 411件 (534%)、 随意
約 358件 (46酬)]

このうち随意契約の内訳
[一般競争入札業者決定までの経過的な
契約        81件 (226%)

“

務所賃借 (工 lF、 清掃等)関係
76件 (21")

システム (改修、保守、賃借)関係
68件 (19“)

憲口相談業務の社会保険労務士会への
委託        47件 (131%)
企画|1争      26件 (73%)
地元紙等の広報   17件 (47%)
緊急契約      14件 (39%)
一般競争入札不落による契約

9件 (2")
支払基金 監査法人等

9件 (25%)
一次予防の「せ,1づ くり1'業

6件 (170/.)
保IL指導用バンフレット等の,a入

5件 (14%)]

コピー用紙等の消耗品の使用状況
い4コ ピー用Jt42.109箱 .プリンタ黒トA4コ ピー用Jt42.109箱 ,プ リンタ黒 ト
ー3,0585,月 、プリンタカラー トナー
4745個 ]

を超える調達は、-1贅餞争入れ
:原則とし、地t契約にならぎるをi尋 な
もヽのは、本部及び支部とも8q違審査姜
l会で個別に妥当性を事責しており、こ
しまで同意契約していた来務の入札によ

'湖

違への切替え等により、出患契約の
と比べ26%ポイント減少し

コピー用紙等の消耗品については、ス
ールメリットを活かした本部―括調達
よる契約単価引下げ、発注数の過正
、カラーコピー印刷の抑制等による経

22年度は、更なる経費の節減のため、
務経rtHI減計画を策定した。また支部
らの提案を受けて、本部・支部それぞ
が取り組むべき経費削減の対処方針を

1∞万円以上の場合の一般競争入札の割合が増加したことは、評価に値する。随意契
割合の減少、経費青1減などが口られており、さらに経費削減に向けた方針・計画が策
されていることを評価した。

・消耗品の使用による経費節減は、順調と思われる力く、コピー用紙等の使用状況は、前
こもきることながら、使用者と使用部署別の管理が望まれる。

・健康保険給付担当職員の一人当たり給付業務処理件数が2688件とあるが、評価の指標
bくないため、政管健保時代のデータなど何らかの参考データが必要である。今後、1人
らたり処理件数の妥当性を評価するのかどうかの検討が必要。


